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2．中国におけるビジネス日本語教育の背景と必要性 
2.1 グローバル化したビジネスが中国の日本語教育にもたらした影響 









































全国において 2 番目の山東省の状況を報告した。より具体的な事情を知るために、2001 年
からビジネス日本語教育を開始した山東交通学院をケーススタディーとして取り上げた。
山東省において、日本語教育を行う機関 56 校の中で、ビジネス日本語教育を実施している











                                                        
1 中国の高等教育機関は四年制の本科大学と二年また三年制の専科大学及び技能、職業教育を中心とする
短期大学を含む職業訓練、技能指導を目的とする短期大学を含む。2011 年現在中国全土に 2305 校ある。 








































   ータを使った事務処理に必要な用語（メール添付、解凍）が必要であること。 
③ 業務の関係上、日本からの客、中国国内に駐在する取引先の客が頻繁に来るため、空 
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使用されるビジネス場面を「話す・聞く」、「訳す」と「書く」の三つの枞に分け、計















本研究で提示したガイドラインの適用者は、大学日本語専攻 3 年生日本語能力試験 N2







  VIII 
摘 要 
1．前言 















    截至到 2011 年，中国高等教育机构的本科院校有 1090 所，其中 419 所设有日语专业，
可以说近半数的学校有日语专业。据相关资料统计，在这些日语专业中，三分之一以上的学
校开设商务日语方向课程。本研究以在全国高等教育规模排在第二位的山东省和山东交通学
院为例，展开实例分析。在山东省 56 所高校的日语教育机构里，38 所学校开设了以国际贸
易为中心的商务日语方向，商务日语教育规模可见一斑。 
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4．商务日语需求调查分析 




















    本研究的指南适用于日语专业 3 年级学生，即日语能力在新日本语能力测试的 N2 以上，
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中国は、2001 年に WTO2に加盟し、2011 年で 10 周年を迎えた。WTO 加盟後、中日経済
貿易関係に飛躍的な発展が訪れ、中国商務部（日本の経済産業省に相当）の外資利用と対
外貿易の関連資料によると、中日輸出入総額は 2001 年には 831 億 7000 万 US ドル、2002
年には 1018 億 9000 万 US ドルに急増した。その後も高い成長率を維持し、2011 年には 3300
億ドルを実現した。WTO 加盟後 10 年間で中日貿易の規模は約 4 倍に増えた。日本の中国
に対する直接投資額は中国が WTO に加盟する前の 2000 年には、29 億 US ドルにすぎなか
ったが、中国の WTO 加盟後、49％増の 43 億 5000 万 US ドルに達した。それ以降、日本
の中国への直接投資額も年々増え、2013 年 12 月現在、中国への投資国また地域の中で香






                                                        
2 世界貿易機関（英: World Trade Organization、略称 WTO）は、自由貿易促進を主たる目的として創設さ
れた国際機関である。常設事務局はスイスのジュネーヴに置かれている。 
  2 
している。 
2011 年釣魚島（尖閣諸島）領土問題と中国国内の反日デモ事件以降の中日の関係の冷え














2011 年 11 月、中国教育部（日本の文部科学省に相当）は近い将来各専攻の卒業生の就







中国教育部 2011 年『中国教育統計数拠』によると、中国には 2305 校の大学があり、そ
                                                        
3 1999 年より、大学進学率を上げ、多くの人を大学に入学させるため、募集定員を大幅に拡大する政策
である。中国国家統計局の『全国年度統計広報』（1998、2013）、中国教育部の『教育統計数拠』による
と 1998 年大学の進学率は 9.1％であり、2002 年は 15％に急増し、2007 年は 23％になり、募集定員は 1998
年の 108 万人から 2013 年の 699.8 万人に、在籍学生数は 1998 年の 341 万人から、2013 年の 2468.1 万人
に増えた。 
  3 
のうち本科大学（4 年制大学）は 1090 校、1215 校は専科・短期大学である4。2012 年現在、
本科大学 1090 校中 419 校には日本語専攻が設立され、ほぼ半数の本科大学に日本語専攻が
















   という採用・忚募の問題。 
（２）適切なトレーニングセンターがないという教育訓練の問題。 
（３）現地社員が低賃金、昇進に不満があるという給与・処遇の問題。 
（４）トップマネジメント層と一般従業員との間のコミュニケーションが不十分であ   
り、お互いに不信を抱いているというコミュニケーションの問題。 
                                                        
4 中国の高等教育体系には成人教育のほかに、普通 4 年制大学の本科大学、学院と 2 年また 3 年の専科・
職業技術学院（日本の専門学校、短期大学に相当、以下専科・短期大学と呼ぶ）2 種類に分けられる。本
科大学は国家学位条例の規定により卒業生に学士学位を与えることが認められ、専科・短期大学は学士








  4 
ほかに、ジェトロ（2005）、張（2007）は、在中国の日系企業における優秀な人材の採
用難、離職率が高いことなどに言及している。徐（2009）は「1999 年には人事・労務管理

















  多くの日本企業は中国での事業を拡大する上で、「人の現地化」、すなわち現地 
 人材を育成・登用し、権限を委譲していく必要がある。 
（２）企業の魅力を高める人事制度を構築する 
  報酬制度、昇進・昇格制度、評価制度、人材育成制度、モチベーション向上策 
 などの人事制度を構築する。 
（３）企業の経営理念や文化を知らしめる 
  自社の経営理念、企業文化・風土、グローバル企業として日本や中国を含む世 
 界各地で行っている CSR7活動、経営状況、先端技術などを中国人にもっと積極 
 的に情報発信する必要がある。 
                                                        
6 下線は引用のまま、以下同。 
7
 企業の社会的責任、英語：corporate social responsibility の略称。 
  5 
（４）日本的経営の特質を活かす 
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1.3 ビジネス日本語とは何か 
1.3.1 中国で行われているビジネス日本語教育 
 現在、中国において日本語教育を行う高等教育機関には 4 年制の本科大学と専科・短期
















 日本でのビジネス日本語については 2.1 節でさらに詳しく述べるが、日中両国における
ビジネス日本語の違いを述べるため、ここでまずビジネス日本語について概観しておく。
ビジネス日本語はビジネス活動を展開するためのコミュニケーションの日本語（大崎 1994、


















 両国が扱うビジネス日本語の相違点は表 1－1 にまとめられる。 
 
表 1－1 日本と中国で扱うビジネス日本語教育の相違点 






















































4620 人、大学院卒が 3805 人で，両者が全体の 76.8％（許可数 10969 人）を占めている。
日本の大学で日本語で教育を受けた日本在住の留学生の日本語レベルの高さが想像できる。
中国在住の学習者は大学入学時の日本語レベルはゼロであることが一般的であり、卒業時
















































   とが期待される。「人間関係を重視しながらコミュニケーションが取れる」こ 
   とが、一般の日本語に似ている。 
（２）企業で働き「関連分野の専門知識や言葉が分かり、日本の商慣習を意識しなが 
   ら仕事を進められる」ことから、関係分野の専門知識の重要性を提示している。 
   また、日本企業の商慣習を意識しながら、「常識」を破らないよう仕事ができ 
   ることが望まれる。 
（３）一人だけでの仕事ではなく、「日本人、日本企業とやり取りを行い、ビジネス 
   業務を展開できる」、つまり、他者、他企業との接触することも含まれる。 
（４）外国人のための日本語である。ビジネス日本語は日本語母語話者を対象とする 










を考えてみよう。JGP（Japanese for General Purposes）8は総合日本語また一般的な日本
語と訳され、日本語日本文化を勉強して、日本人とのコミュニケーションを取るための基





  11 
礎日本語だと考えられる。JSP は JGP の続きだという考えがあるほか、ゼロから JSP を勉
強する考えもある。 




考えもある。ビジネス日本語は JSP の一種だと考えられる。 
ビジネス日本語は JSP の下位分類として JOP と定義されることもある。粟飯原（2009b）
はビジネス日本語を「JOP」（Japanese for Occupational Purpose）と呼んでおり、「一
般的に「ビジネス日本語」と呼ばれる分野を便宜上「職業上の目的のための日本語」、JOP 
(Japanese for Occupational Purposes) とした。これは術語として定着している名称では
ないが、英語教育における ESP（English for Specific Purposes）の下位分類である EOP




対象別日本語にはビジネス日本語のほかに、JAP（Japanese for Academic Purposes）が
ある。JAP は大学における日本語の学習目的であり、アカデミックジャパニーズとも呼ば
れる。また、日本の地域社会に生活する在住外国人のために、生活日本語と呼ばれる分野
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本研究の全体構成を図 1－1 に示しておく。 






























第 3 章 中国の高等教育機関におけるビジネス日本語教育の現状と問題点 
第 2 章 ビジネス日本語に関する先行研究 
 





第 5 章 ビジネス日本語教育のガイドライン 
① ビジネス日本語ガイドラインの提示（日本語言語面、ビジネス面、異文化面） 
② ガイドラインに基づき話す、聞く、書く、読む、訳すについて各枞組みつい 
  てのビジネス場面の設定 
③ 場面シラバスの例 
第 6 章 全体のまとめと今後の課題 
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表 2－1 先行研究におけるビジネス日本語の内容 
著者 主な観点 
大崎（1994） ビジネス活動に関わるコミュニケーション全体 
高見澤（1994） ① 狭義の意味：商取引のための交渉、つまり商談の意味。 
広義の意味：社内の会話、打ち合わせ、調査、広報活動などビジネ              
      スのためのコミュニケーション活動全体。 
② 内容：日本人同士のやり取りの中から慣習化してきたものであり、          
     「日本語」という言語の性質と「日本的人間関係」や「日本的取 
          引慣行」という日本文化の要因が複雑に絡み合って形成されて        
     いるもの。 
③ 特性：「仕事のため」の公的な話し合いである。参加者は「相互理           
     解」に達する必要がある。主張の違いは、話し合いを通して調 






周・唐（2006） ① 職業のための日本語。 
② ビジネス場面で使用された特別な目的がある日本語。 
周・潘（2009） ① 言語学を基礎にして発展してきた忚用型多岐分野に渡るものであ 
  16 
  る。 
② 経済貿易、投資などの商務分野における言語使用であり、ビジネス 
  活動を展開する重要な手段の一つである。 
③ ビジネス技能、言語交流技能及び異文化コミュニケーション技能を 









内容：就職活動から就職後までを視野に入れ、高度な日本語力の習得や    
   ビジネスの背景にある文化や考え方など理解するとともに、社会人 
   として生きていくための包括的な能力を育成するもの。 
特徴： 
① ビジネス関係特有の語彙や表現がある。 
② 日本で就職できるよう、仕事ができるようにという実利的目的があ   
  る。 
③ ビジネスの背景にある文化、考え方など言語以外のことを学ぶこと 
  が必要。 
④ 社会人教育やキャリア教育が必要。 
⑤ 大学と企業社会の違い、留学生の母国と日本の違いという異文化の   
























































的のための日本語であり、JSP（Japanese for Specific Purposes）の下位分類に位置づけ、





























   教育の効率を上げることが可能になる。 
 ２）日本語教師と専門家との連携が必要となる。現実の場面での練習、擬似体験や 
   シミュレーションを取り入れた教育内容及び方法が要求される。 
 ３）到達目標が明確であるため、学習者は自律学習及び継続学習への手がかりを得 
   やすい。 

























































































  22 
表 2－2 ビジネス日本語コースのカリキュラム内容 
日本教育内容 ビジネスマナー教育内容 
時間数 教育頄目、内容 時間数 教育頄目、内容 
234 『中級から学ぶ日本語』25 課 12 ビジネスオリエンテーション 
50 日本語能力試験 2 級対策 338 職場のマナー教育内容 




合計：380 時間 合計：380 時間 





の内訳は表 2－3 を参照。 








日本の習慣、礼儀 8 第一印象について 身だしなみ、表情、姿
勢 








16 言葉遣い 敬語、待遇用語 28 来客対忚 受付、取次、案内 
12 企業訪問のマナー 名刺交換、話の進め方 6 企業訪問（実習） 2～3 社訪問 














3 級・2 級試験対策指導  
合計：338 時間 
（出典：西日本国際教育学院ビジネス日本語コースガイド 2010 年度版） 



























































「はい、かしこまりました」のような忚対基本用語は、A 社７つ B 社６つを挙げており、
































は表 2－6 に示している。 







表 2－6 ビジネス日本語授業で扱ったトピック 




電話の忚対 ビジネス文書 アポイントの取り方など 











能力はどのような基準で分けられていたのか不明である。また、C 段階また B 段階に提示
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表2－7：異文化の職場で必要とされる「仕事能力」 












































































































































表 2－8 日系企業における日本人と台湾人との意識の「ずれ」 






























表 2－9 中国人の仕事観 
個人主義 
★  自らの責任範囲を線引きする 
★  自分自身の貢献・成果に対する正当な評価・処遇を求める 
★  実力主義、能力主義、成果主義であり、即時的な報酬への反映を求 
   める 
★  「会社」より「個」を重視した独自の人間関係を築く 
（会社との連帯感が薄い） 
キャリア志向 
★   仕事の内容を重視する 
★   中長期的視野に立って、プロを目指す 
★   さらに上の仕事、さらに大きい責任に挑戦する 
★   研修による能力アップを重視する 
形式知管理 
★   暗黙のルール、人による管理を嫌う 
★   合理的かつ公開された制度（就業規則、報酬・評価制度、昇級基 















                                                        
12 馬成三（2000）『中国進出企業の労働問題─日米欧企業の比較による検証─』、ジェトロ、pp.135～136。 

















ビジネス日本語教育が中国の高等教育機関で初めて行われたのは 1980 年代末から 90 年
代の始めごろ（松嶋 2003）だと言われる。王（2011）によると、2010 年 10 月 27 日時点で







（2013 年 4 月 15 日の時点で）ある。数字は王（2011）が指摘した 99 件より著しく増えて
いる。この数字には専門的な論文から、一般市民向けの雑誌で発表されたものまで含まれ
るため、中国で日本語教育研究を代表する『日語学習与研究』（対外経済貿易大学）という
  32 

























① 挨拶、感謝、褒め、批判などビジネス言語機能を含む内容。  
② 訪問、商談、プレゼンテーションなどビジネス場面を含む内容。  
③ 会計、マーケティング、経理、保険などビジネス業務を含む内容。  
つまり、ビジネス日本語の内容は、機能シラバスと場面シラバスの視点から編集された



























                                                        
13
 CBI(Content-based Instruction)は他の教科を第二言語または外国語で教える内容重視の指導法であ
る。Brinton, Snow &Wesche（1989）『Content-Based Second Language Instruction』より述べた概念。 
 


















  語との大きな違いである。関連分野の専門用語が分からないと、上手く仕事が 
  出来ないと述べている。 
イ 外来語が多い。グローバル化に伴い、各分野特に貿易分野にたくさんの外来語 
  が出てきた。 
ウ WTO のような略語が多い。CEO、TPP などビジネスの場合だけではなく、生活 











  の使用」など 
③ 全体の構造は「決まったフォームで書く」「接続詞を控える（使用しても、「さ 
















  環境」と「ビジネス環境」を擬して、社会言語能力を育成する。 
④ 宿題、質疑などのフィードバックを通して、問題を見つけて学習者の誤用を訂正 
  する。 
２）ビジネス日本語教育における非言語行動の重要さ 
張（2006）は、人と人の空間距離、視線、席項、エレベーターなどの出入り口での優先




































職支援ネットワークが 2011 年にできた。 
（２）留学生支援ネットワークに加入する大学 
 留学生就職支援ネットワークの統計データによると、ネットワークに加入している大学
は 2014 年 3 月現在まで、国公立大学 38 校、私立大学 11 校ある。関東地域は一番多く 16
校があり、次に近畿地域は 11 校、中部は一番尐なく 2 校である。 
 
表 2－10 留学生支援ネットワークに加入する大学一覧 
 北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 
 
国公立大学  























院大学   
    
































   
 
 







































  · 学習者の言語学習の目的が、語学そのものではない。 
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連携する教育機関は必要に忚じてカリキュラムを組むことが多いが、共通カリキュラムが
提供されている。カリキュラムは 2－11 を参照されたい。 
表2－11：共通カリキュラムにおける研修テーマ一覧 

































B-1 キャリアプラン プロジェクト 
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人材育成の考え方・意義等に関する知識を深める必要がある。 
 ・ 日本での就労目的の明確化、キャリアに対する考え方 
 ・ 業界や経済界の知識 
















Part2 戦況を知る 第3回 戦況を知る（1）情報を収集する 
第4回 戦況を知る（2）先輩達はどのように就活を勝ち抜いたか 
第5回 戦況を知る（3）就職内定者から生の情報を得る 





第11回 敵を知る（6）一般常識 試験体験 
Part4 まとめ  第12回 己を知る（1）自己の現在を評価する 
第13回 己を知る（2）私の就活プランはこれだ！ 





                                                        
14 報告・連絡・相談の略称。 





























  限られたビジネス場面で日本語による適切なコミュニケーション能力がある。 
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 ●J3段階 










































                                                        
15
 ヨーロッパ言語共通参照枞（英語： Common European Framework of Reference for Languages CEFR あ
るいは CEF）の意味である。ヨーロッパ全体で外国語の学習者の習得状況を示す際に用いられるガイド































                                                        
16
 JF 日本語教育スタンダードとは、国際交流基金が 2010 年に発表した、日本語の教え方、学び方、学
習成果の評価のし方を考えるためのツールである。JF スタンダードを使うことにより、日本語で何がど
れだけできるかという熟達度が分かる。また、コースデザイン、教材開発、試験作成などにも活用でき
る。 ヨーロッパの言語教育の基盤である CEFR の考え方を基礎にして作られたものである。 
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解」を通して得た新しい「知識」を，既有の知識と照合し再構成し，ビジネス上の様々な
問題解決のために活用することも求められる」ということが提示されている。 
 授業科目の目標設定とした具体的な Can-do は以下の（１）から（４）で、これらは全
て CEFR の B2・C1 レベルの Can-do を参考にして，授業内容に合った記述内容としたも
のである。 
（１） 幅広い話題について書かれた新聞記事などから，必要な情報をすばやく探し出 
    し、それらを関連付けることができる。  
（２）専門的な資料から、情報、考え、意見を、表現されない意図や含意も含めて、 
   詳細に読み取ることができる。  
（３）新書などのまとまったテキストを読んで深く理解したうえで、わかりやすく要 
   約することができる。(精読・要約） 
（４）コンテクスト上の様々な手がかりから、筆者の意図を推測し、先を予測しなが 
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第 3 章 中国高等教育機関におけるビジネス日本語教育の現状と問題点 
 









 第 2 章では、先行研究をめぐって、ビジネス日本語の特徴についての説明、ビジネス日
本語教育の実践報告、異文化職場における日中の意識のずれ、中国でのビジネス日本語研
究、ビジネス日本語研究の新動向としてアジア人財資金構想が提出したビジネス日本語ガ










在、中国の高等教育機関は 2305 校がある（2011 年度中国教育部『中国教育統計数拠』）。 
3.1.1 日本語専攻開設校の配置状況 
 図 3－1 は 2011 年現在の中国における高等教育機関数を省別に表したもので、中国の日








































































 （出典：『日語学習与研究』2011 年 4 号,対外経済貿易大学） 
 
2011 年現在、中国には本科大学（4 年制大学）が 1090 校あり、その内 419 校には日本語
専攻が設立されており、ほぼ半数の大学には日本語専攻があることになる。専科・短期大
学の日本語専攻を入れると、675 校に達する。図 3－1 にまとめた高等教育機関数は本科大
学と専科・短期大学に合わせた数である。 
図 3－1 から分かるように、日本語専攻開設校は江蘇省が 84 校で一番多く、それに次い
で山東省が 57 校、広東省が 52 校で三番目になる。2011 年省別の GDP 総額の統計による






語開設校が合わせて 90 校となり、全体の 13.3％を占めている。相対的に発展し日系企業
                                                        
17 北京、上海、天津と重慶四つの直轄市と五つの自治区が含まれる。便宜上「省」を使う。 
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が集中している沿海部18を見ると、北から南まで、遼寧省、北京、河北、天津、山東、江









に、2002 年から 2012 年までの 11 年間に日本語専攻を新開設した本科大学の数を筆者が整
理したものが図 3－2 である。 
 
 図 3－2 中国における日本語専攻新規開設数（2002 年～2012 年） 
2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 合計













（出典：中国教育部ホームページ http://www.moe.gov.cn, 2013 年 12 月 30 日） 
 
2012 年現在、日本語専攻がある本科大学は全国で 430 校あり、その中の 303 校が 2002
年から新しく開設されたことが図 3-2 から分かる。つまり、70.5％の日本語専攻の歴史は
10 年程度であると言える。2010 年より、増加スピードは緩やかになってきたが、増加傾向
                                                        
18 北京は沿海部ではないが、海まで近いので沿海部に入れる。 
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教育の規模が急激に拡大した。日本語専攻もこのわずか 11 年間の間に 127 校から 430 校に
なり、3 倍近くに増えた（表 3－1 を参照）。この社会ニーズに忚えた急増は同時に数多く
の問題も引き起こした（3.3 節で詳しく述べる）。 
 
表 3－1 日本語専攻の増加（単位：校） 
2001 年まで 2002 年～2012 年 合計 











を例とする。商務日本語の詳しい情報は 3.2 節で述べる。図 3－3 は中国において各大学の
商務日本語教育を行っている高等教育機関数を表している。 



































































（出典：『日語学習与研究』2011 年 4 号,対外経済貿易大学） 
  
   李（2011）は商務日本語の開設校の規模に関して、次のように述べている。 
 
  商務日本語の開設校は 235 あり、日本語専攻開設校の約 35％を占めている19。














                                                        
19 2011 年度の統計テータ、筆者注。 
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3.2.1 中国高等教育機関における学部レベルの日本語教育 
























 2 年間日本語を勉強して、3 年次から社会需要に忚じ他分野の科目を導入するモデルであ
る。就職競争が激しいため、日本語だけでは就職が難しく、日本語のほかに何かできれば
就職に有利であるという考えで、複合型人材の育成モデルが生まれた。このようなモデル

























































                                                        
20 前掲した対外経済貿易大学、上海対外経済貿易大学、広東外語外貿大学三つの貿易大学である。四つ
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三つの理系大学、六つの専科・短期大学のカリキュラムを調べた。詳細は表 3－2 になる。 
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中国での商務日本語教育は中国 WTO 加盟後（2001 年）外資の導入と海外との貿易の発
展につれてブームとなり、李（前掲）によると、2011 年度に日本語教育を行っている全国














と表 3－2 に示した 3 校（本科大学）を選んで、それぞれのコースを見て行きたい。選んだ
四大学の人材育成方針（商務日本語コース）は、対外経済貿易大学（以下貿易大）は 2010
年版、常州大学（以下常州大）は 2012 年版、山東理工大学（以下山理工大）は 2011 年版、











 中国の授業の時間は、1 コマが 50 分で、2 コマ連続で行われ、間に 10 分間の休みを挟む
のが一般的である。また、1 単位は 16～18 コマで計算される。 
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表 3－3 商務日本語のコースの内容 
大学 日本語言語文化知識・運用能力養成の部分 商務知識 合計 
時数 
合計 
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（２）日本語知識部分と商務知識部分の割合 
時数と単位数の割合から見ると、商務知識の割合が一番高いのは貿易大であり、20.4％
を占め、それに次いで常州大は 16.4％、山理工大は 9.6％と広工大 8.6％は 1 割未満である。






















  する科目が極めて尐ない。 
 
 








きると考える。図 3－4 と図 3－5 は山東省の地図である。 
図 3－4 
 
 図 3－5 
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山東省は北には渤海、東には黄海があり、黄河の下流に位置する。人口 9579.3 万人、面
積 15.71 万㎢（日本の面積の約 4 割）である。省都は済南で、他に青島、煙台、泰安など
全部で 17 都市がある。2003 年から、日本企業の山東省での投資企業と金額数は激増し、
山東省にとって日本は香港、韓国に次いで 3 番目の海外からの投資地域となり 2012 年度
の輸出入総額は米国、EU、韓国、ASEN に次いで 5 番目となっている（以上のデータはす
べて山東省商務庁 2013 年 8 月の公開統計データによる）。山東省にある 27147 社の外資系
企業（2012 年 3 月末、登記ベース、山東省工商局 HP より）のうち、日系企業は 2666 社
（2012 年、在青島日本国総領事館 HP より）で、約 1 割を占めている。在留日本人数は




学 1972 年からである。本研究のケーススターディの対象となる山東交通学院では 2001 年
に商務日本語教育が開始された。当時の商務日本語コースは商務英語コースを参考にして
作られた。 
『山東省統計年鑑 2010』によると、2009 年山東省の大学数は 128 校、在籍学生 159.3 万
人、専任教師 89734 人である。統合、編成などを経て、2013 年現在 125 校が残っており、







日本語言語文学 IT 日本語 観光日本語 商務日本語 
本科大学 16（10）21 3 2 13 34 
専科・短期大学 2 4 2 14 22 
合計 18（32.1％） 7（12.5％） 4（7.2％） 27（48.2％） 56（100％） 
（出典：各大学ホームページの公開情報、2013 年度） 
 
表 3－4 が示すように、全体の 125 校の中で、日本語教育を行っている機関は 56 校
                                                        
21 一般の日本語教育でるが、その内 10 校のカリキュラムに「商務日本語」また「経済貿易日本語」のよ
うな商務日本語教育に関する科目一つか二つがある。 





表 3－4 が示すように、一般の日本語教育を行う機関 18（32.1％）に対して、商務日本
語、観光日本語、IT 日本語などビジネス日本語教育を行う機関は 38（67.9％）である。38




 商務日本語教育を実施する 27 機関の中で、本科大学は 13 校、専科・短期大学は 14 校が
ある。ほかに一般の日本語教育のカリキュラムの中に「商務日本語」、「経済貿易日本語」











商務日本語教育のブームは中国の WTO 加盟後の 21 世紀からであり、ほとんどの大学の
商務日本語教育の歴史は 2000 年以降に始まる。山東交通学院（Shandong Jiaotong University,
以降 SDJTU）は 2001 年の日本語専攻の開設の当初から商務日本語教育を始めた大学の一
つである。SDJTU では 2001 年から 3 年制の日本語教育が始まり、その後 2004 年に、4 年
制の日本語専攻を開設した。それと同時に 3 年制日本語教育は 4 年制へと移行する。1 ク
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ラス 30 名ずつ 1 学年 2 クラスで編成されている。現在の募集人数も年に 60 人であり、2
クラスが編成されている。 
 
表 3－5 山東交通学院外国語学部日本語専攻 











商務日本語コースは 2001 年から現在まで中止することなく続いている。IT 日本語コー
スは、日本向けのソフトウェア開発の人材に対するニーズが高まった 2005 年、2006 年入
学の学生のために 2 年連続して開設されたが、卒業生の就職率が低かったため、その後開




























































































1 総合日本語 44 786 10 8 8 8 4 4 4  
2 日本語会話 6 140 2 2 2 2     
3 日本語聴解 6 110  2 2 2     
4 日本語上級聴解 4 74     2 2   
5 日本国概況 2 30 2        
6 日本語文法 4 72   2 2     
7 読解指導 4 72    2 2    
8 通訳理論と実践 ４ 72     2 2   
9 作文 2 36    2     
10 卒業論文指導 2 38      2   
11 日本文学史 2 36     2    
12 日本文化 2 36     2    











1 上級日本語 3 48       4  
2 日本語学概論 4 70     2 2   
3 日本文学作品鑑賞 4 57      3   
4 言語学概論 3 51     3    
5 卒業論文指導 2 32       3  






1 国際貿易実務 7 105     3 3   
2 国際金融決算 2 32       3  
3 ビジネス商談 3 54      3   
4 多国籍企業管理 2 32       3  
5 貿易関連商法 2 36     2    





1 ソフト開発基礎（VB） 4 60     4    
2 JAVA プログラム言語 4 68      4   
3 アウトソーシングソ
フト管理日本語 
2 30     2    
4 C＋＋プログラム言語 4 60      4   
5 IT 日本語 2 30       2  
6 ソフトプロジェクト
管理 
3 60       4  





1 観光日本語 2 30    2     
2 経済学理論概論 2 30     2    
3 日本経済概論 2 30     2    
4 WTO 基礎知識 2 30      2   
5 通関実務 2 30       3  
6 自動車日本語 2 30       3  
7 異文化交流 2 30    2     
8 オフィスソフト指導 3 50      3   
9 IT 日本語基礎 3 50     4    
10 NET プログラム言語 2 30       3  
11 高等数学 2 30    2     
12 電子商取引 2 30       3  
選択科目最低単位、時数 12 180         
 （出典：山東交通学院教務処（2009）『山東交通学院人材培養方案』） 




日本語版「Word」のようなソフトウェアの指導、「NET プログラム言語」とは IT 日本語コ
ースの科目であり、ソフトを開発するためのツールを学ぶ。 
（２）商務日本語科目の割合 








 時数 単位数 勉強期間 
日本語基礎知識・能力養成部分 1502（75.8％） 82（72.6％） 1、2、3 年次 
商務知識・能力養成部分 480（24.2％） 31（27.4％） 3、4 年次 

































































                                                        































                                                        
24 専門用語はどの分野の専門用語なのか、ビジネス書類とは具体にどんな内容が含まれるかについて著
者は言及していない。 











用語」だけの指導でもない。SDJTU では、表 3－6 が示すように商務知識・能力養成の必修

























































     でも、当方の価格は、他の供給先よりいいと思いますが。 
06B: 分かりました。けれども、売り物はオファー価格が高すぎるので、難しい 
     です。 
07A: 実は、オファーは商談の始めですから、貴社のカウンターオファー7 を教 
     えていただけませんか。 
08B: 当方の購買価格としては、注文が一万件を超える場合は、元の価格の九割 
     でお願いしたいのですが。 
09A: カウンターオファー、ありがとうございました。前からのお客様ですので、 
     5％割引させていただきます。ご承知のように、取引は平等互恵の下で行う 
     ものですから。 
10B: そうですか。でも、こんなに大きいオーダーリストの場合から言って、5％ 
     の割引では充分ではないですね。 
11A: こうしましょう。さらにビジネス関係を深めていくために、慣習を破って、 

































い。1～2 年生が学習している日本語は従来の JGP 一般的な目的のための日本語であり、ビ
ジネスに対忚する日本語となっていない。 
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第 4 章 中国国内におけるビジネス日本語教育に求められるもの 
  
 ビジネス日本語教育実践報告において求められるビジネス日本語について、第 2 章の先
行研究では次のように指摘されている。 
（１）業務と関連するビジネスのための日本語、さまざまなコミュニケーション場面で適 




スガイド 2010 年度版、永井 2011） 
 2）就職のためのビジネス日本語、日本語の待遇表現知識、就職のための「書く」技能と 
  「話す」技能（野元 2004） 
 3）挨拶用語、ビジネス文書の作成のような言語面と来客の受付、服装のルール、電話の 
エチケット、意識のずれなどのような非言語面の要素（小野寺他 2004、大木 2007、粟 
飯原 2008） 
（３）仕事現場で求められる仕事能力で言語的能力、社会言語的能力、社会文化的能力に 











 第 4 章では二種類の調査を行う。 
（１）4.1 では、日本語専攻の卒業生（主に日本語で仕事をしている現役中国人社員）を 
  77 
   対象にし、アンケート調査とフォローアップインタビュー調査を行い、企業（中国 
   における現地企業、日系企業、ほかの外資企業）で働いている中国人社員が就業経 
   験と、そこで得た教訓に基づく社員の自己内省の面から、ビジネス日本語に求め 
   られるものは何なのかについて考察を試みたい。 
（２）4.2 では、企業側の意見として、中国人社員と同じ職場でともに働いている日本人 
   上司、同僚が中国人社員に何を望んでいるのか、中国人社員と接触した中で感じた 



















 調査方法はアンケート調査とフォローアップインタビュー調査であった。2012 年 5 月か
ら 9 月にかけ、筆者が直接または大学の教員を介して、E メールで調査協力者にアンケー

































   願いします。（日本人上司に怒られたこと、同僚に誤解されたこと、け 
     んかしたことなど） 
（8）あなたにとって、仕事面において足りない（またはもっと勉強したい） 
     ことは何ですか 
（9）日本語で仕事をする中で起きた失敗談や気づいたことを聞かせてくだ 
  さい。 
（10）大学で日本語以外の知識について教えてほしいことは何ですか（在学 
   の後輩へのアドバイス） 
                                                        
25 卒業後 1 年を経過した学生を対象に 2005 年から毎年実施されている。 








             表 4－2：出資による会社の種類（単位：社） 






業の 27.8％（15 社）である。アメリカ系という非日系外資企業も 5.6％（3 社）であり、
非日系外資企業だが、日本企業と業務関係があるので、日本語を使っている。日本にある




（２）会社の業務範囲                









3）中国にある非日系外資企業（アメリカ系） 3 （5.6％） 
4）日本にある日本企業 2 （3.7％） 
5）日本にある中国企業   0 （0％） 




4）投資、金融、保険など 5 （9.3%） 
5）日本への実習生予備教育 3 （5.6%） 
計    54（100.0％） 




























                                                        
26 一般の生産管理、庶務など、通訳しながら担当する関連事務。 
27 合計が 54 ではないのは、調査協力者の担当の仕事については複数回筓を認めたためである。 
1）通訳兹秘書、管理26など  21（33.3%） 
2）営業、販売  11（17.5%） 
3）輸出入貿易関係  8（12.7%） 
4）研究開発、技術支援  7（11.1%） 
5）生産、品質管理  6 （9.5%） 
6）財務、支払い関係  6 （9.5%） 
7）人事・総務  2 （3.2%） 
8）その他  2 （3.2%） 
計 63（100.0％）27 
1）仕事の進め方  39（29.3%） 
2）業務に関する専門知識  37（27.8%） 
3）日本のマナー、社会ル 
   ールなどの知識 
 29（21.8%） 
4）日本語言語知識  28（21.1%） 
計 133（100％） 
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いことが伺える。そのほかに、相手国の文化、習慣など異文化理解能力が 24％と強く期待
されていることが分かる。                                  








やすいように、事例を表 4－7 の 1）～5）のように挙げている。意識、考え方については 1）、
2）と 3）、言葉については 4）、文化、商慣習は 2）、4）と 5）である。2）作業服の整理の
ようなものは意識、考え方、文化、商慣習とも関連する。 










             
 
1）職場における言語運用能力  48（43.2%） 
2）異文化理解能力（文化の違いが分かり、相手の文化を尊 重しな 
  がら交流する能力） 
 24（21.6%） 
3) 一般的な言語運用能力  23（20.7%） 
4）会議の進行、ビジネス商談など高度な言語運用能力  16（14.5%） 
計 111（100％） 
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   柔軟性がない 
27（28.7%） 
2）日本人は細かいことに拘る（作業服の整 





   家に帰らないので、すぐに帰りにくい 
13（13.8%） 
計 94（100％） 




 以上は選択式質問の結果についての考察であった。4.1.2.3 の（2）から 4.1.2.4 までは質
問に対する自由記述の結果である。項に見ていきたい。 
（２）日本人との間に起こった不愉快なこと 









1）「仕事に関して」は 19 件で一番多く、2）「日本語が弱いため怒られた」と 3）「人間関
係」はそれぞれ 7 件であり、その次に 4）「文化の違い・考え方の違い」が挙げられる。 













2）日本語力が弱いため怒られた  7 （12.9％） 
3）人間関係  7 （12.9％） 
4）文化の違い・考え方の違い  5 （9.3％） 
5）「ない」或いは無回筓 16（29.7％） 
計 54（100％） 















挙げられている。次の 3 つの代表的な事例を見たいと思う。 
① 日本人上司は客の意見が何でも正しいと思っている。客の理屈の通らない意見でも 








































































































                                                        
29 調査協力者は女性である。 







 表 4－9：仕事面において足りないこと（単位：件） 
言語面 非言語面 
専門用語、専門知識 26（30.2％） 仕事を進める方法  9（10.5％） 
会話・聴解など言語運用能力 23（26.8％） 日本経済、企業管理など  8（9.3％） 
言語知識  6（7.0％） 人間関係調整  5（5.8％） 
文書作成  2（2.3％） その他  1（1.2％） 
訙り  2（2.3％）   
その他  4（4.6％）   
計 63（73.2％）  23（26.8％） 
 
















































3）人間関係  6（8.9％） 
4）その他  3（4.5％） 
計 67（100％） 
  91 






























① 日本語でのコミュニケーション 12（30.8%） 
② 敬語の使用  8（20.5％） 
③ 通訳・翻訳の知識と技能  7（17.9％） 
④ 専門用語  7（17.9％） 
⑤ 方言、訙り  3（7.7％） 
⑥ 婉曲表現  2（5.1％） 
計 39（100％） 

















 表 4－12：大学で教えてほしい日本語以外の知識（単位：件） 
1）日本の社会文化、慣習など 17（14.8％） 2）ビジネスマナー 14（12.2％） 
3）日本企業の企業文化、経営 
  者の考え方 
13（11.3％） 4）仕事に関する規則・ 
   心得など 
13（11.3％） 
5）日本語版のワードなど基 
   本のパソコン知識 
10（8.7％） 6）専門知識 10（8.7％） 
7）人間関係調整  9（7.8％） 8）インターンシップ  8（7.0％） 
9）就職活動指導  7（6.1％） 10）社会人としての独 
   立思考能力 
 6（5.2％） 
11）業界の経験者を教壇に呼 
   ぶこと 
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要な仕事の方法、人間関係の調整などの知識を積極的に学び、早く職場に慣れたいという
思いを持っていることが推測できる。 


























   って何かの問題を解決する能力である。 
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 2）ビジネス場面における断り、依頼、謝罪のような言語行動の指導。1）の言語能力を 
   どのように育成するためには、中日両言語を比較する視点を持って言語行動を指導す 
     ることが一つの方法である。 
  3）通訳・翻訳の知識や技能の指導。中国のように日本国外では、日本語で仕事をするの  
     みならず、通訳や翻訳の役割も兹ねる。 
  
（２）ビジネスマナー、仕事のルール・心得、ビジネスパーソンに求められる素質など 
      社会人としての知識はビジネス日本語の重要な内容である 
 1） 電話忚対のマナーのような表面的な知識ににとどまらず、客への対忚のような    
   ビジネス知識、日本企業の商慣習、日本企業における仕事観である「以心伝心」、「暗 
   黙の了解」のようなコミュニケーション方式を含める日本文化をカリキュラムに導 
   入する。 
 2）日本文化や中国文化と関係なく、時間厳守、責任意識、人間関係の調整など社会人と  

























調査協力者はすべて日本人でプロフィールは表 4－13 の通りである。 
  
 表 4－13：日本人のプロフィール 
 業種 会社出
資側 
職責  業種 会社出
資側 
職責 
A ソフト開発 日系 事業部長 E 電気製品製造 日系 工場長 
B 園芸製品開発＆
貿易 
香港系 社長 F アパレル 中国系 品質担当 






D 建設機械製造 日系 人事担当 H 技能実習生教育 中国系 教育担当 
 
 協力してくれた 8 社の中の 4 社は中国にある日系企業、2 社は中国系企業、1 社は香港系









ぶ。技能実習生はまずそれぞれの国で約 5 ヶ月日本語を勉強する。（http://www.jitco.or.jp 公益財団法人国
際研修協力機構から筆者要約） 

























    語でのコミュ 
    ニケーション 
    能力 
A 仕事の指示を聞いて理解できる。敬語の使用より意味が通じるこ 
  とが優先。 
C 挨拶や紹介など基本的なことが日本語で支障なくできる。 
G 相手の伝えたことが理解できる。自分の伝えたいことがうまく伝 
  えられる（口頭での報告）。社内の担当者へ日本語で仕事の引継   
   ぎができる。社内の打ち合わせやミーティングでの内容が分かる。 
（2）文章を理解・ A 社内文書と必要な場合には社外文書の作成も出来る。 
                                                        
31 日本語が分かり、日本語で仕事をする現地社員。 
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    作成する能力 B 決まったフォームで文書を作成することができる。 
C 文書を作成することが出来る。 
G 自分の伝えたい内容がうまく伝えられる（書面での報告）。電子 
   メールについてルールは特に要求しないが、伝えたい内容が相手 
    に分かってもらえばいい。 
（3）通訳の知識 
  と技能 
A 社内の通訳ができる。分からないところがあっても、聞き返しな 
    どのストラテジーを使って正確に意思が伝えられる 。社内での 
    尐人数の打ち合わせやミーティングを通訳できる。 
D 双方の意思を理解した上で通訳できる。 
E 通訳の場合、双方の意思を正確に伝えること（部下を叱る時、上 
  司の気持ちや言い方を変更しないで完全に相手に伝えられる）。 
F 通訳するとき、日本語の表面的な理解だけではなく、日本人の意 
  図や考え方も理解してほしい。 
G 理解したうえで、通訳する（自分の言葉でもいいから、必ず理解 
  してから訳す）。 
（4）待遇表現が 
  使える能力 
A 社内と社外の相手を意識しながら挨拶できる。接客するとき、待 
  遇表現に配慮して適切な話題を提供できる。 
B 尐なくとも取引先に対して正しい敬語を使用ができる。敬語を使 




   が必要（～までに至急に出荷してください。返事を待っています。 
   ～様のご返事で動きます）。 
G 社内の上司や年配者に対して敬語が使える。失礼のない挨拶が出 
  来る。 
（5）専門用語 A 分からない専門用語を一度聞いたら覚えられる。初めて聞いた専 
    門用語を含む言葉は知らなくて仕方がないが、学習する姿勢が必 
    要だ。 
B 業務分野に関する専門用語が分かる。日本人にとって専門用語で 
   はないことば（例えば、ホチキスのようなオフィス用品の言い方 
   など）を知っておいてほしい。 
D 業務分野に関する専門用語をある程度知っておいてほしい。 
E 専門用語は業種によって違うが、尐なくとも関係分野の基本知識 
  と日本語の言い方などが分かる。 
F 服装分野の専門用語を知っておいてほしい。 
（6）その他 E 日本語を勉強すると同時に、関係分野の中国語も勉強してほしい 
 （例えば、電気製品分野の中国語の言い方など）。 
G 相手や状況に合わせて失礼がないように自己紹介や紹介ができ 
  る。 
H 日本語の基礎文法知識、正しい発音。 
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 このような指摘は、学習者に電話忚対を指導するとき、どのようなことを教えるかに示
唆を与える。 
 ① 優先的に率先して電話に出ることを指導する。声がはっきり聞こえない場合、相手の 
   言葉の意味が分からない場合の聞き返しなどの状況を想像し指導する。 
 ② 電話忚対マナーと方法は確かに重要であるが、結局は聞く能力と話す能力に関わる。 
     いくらマナーを知っても相手の話が聞き取れないと何もならない。電話忚対そのもの 
     の訓練だけではなく、普段の日本語能力の訓練もさらに重要である。 


















  る。報告の意義と方法が分かる。 


















  ほしい。仕事を真面目にしてほしい。 
（3）業務分野に 
  関する知識 
B 国際貿易理論、通関手続などに関する知識を知っておいてほしい。 
D 日本語のほかに、これから従事しようとする仕事に関する知識を 
  知っておいてほしい 













課長は B 担当者に対忚しなさいと指示した。B は会社の一回目のオファー表を客に送った
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  ことを知っておいてほしい。日中文化の差異を知ってほしい。 
（2）仕事観 A 就業時間になったらすぐ会社を去る。残業すると必ず残業代を申告す 




  らえるか）。仕事以外のプライベートの話題に触れないでほしい。 
E 2、3 年間働いて転職するのが平気どころか、転職することが好まれる。 
  会社への忠誠心が低い。 
G チームワークの意味が分かってほしい（会社は一つの組織であり、お互 
  いに助け合うべきだ）。 













ことが頻繁に指摘されている。例えば、調査協力者 A、C と E は「会社の企業文化と経営
理念を理解する」「日本人の管理方法や考え方を勉強してほしい」と日本の企業文化を勉強
することが必要だと考えており、B は一方的に日本の企業文化を受け入れる必要はないが、













































































表 4－18 その他 
自律学習 B 初めて聞く専門用語を含む言葉は知らなくても仕方ないが、学習する 
  姿勢が必要 
C OJT による吸収力があれば良い 
自己管理 A 自分の健康管理ができる。 
E 素直に誠実でほしい。 
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表 4－19 ニーズ調査での共通点と相違点 
頄目 中国人現役社員 企業側 
（1）日本
語 の 言 語
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 第 5 章は、次の（１）～（５）の項で述べる。 
（１）先行研究と第 4 章のニーズ分析の結果に基づき、ビジネス日本語教育に必要な教育 
   内容を示す。 
（２）ビジネス日本語教育の指導指針つまりガイドラインを作成する。 
（３）提示されたガイドラインをどう扱うかについて、必要とされるビジネス場面を示し、 











場面に忚じた文書や資料の作成・理解能力（高見澤 1994、大崎 1994、西尾 1994、池田 2001、
新版日本語教育事典 2005、近藤 2007、近藤 2007、粟飯原 2008、2009、アジア人財資金構
想 2011、AJALT2012）。 
 








































  ータを使った事務処理に必要な用語（メール添付、解凍）が必要であること。 
③  業務の関係上、日本からの客、中国国内に駐在する取引先の客が頻繁に来るため、空 
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 4.2.2.1 日本語の言語知識と運用能力について求められるもの、（５）専門用語の表 4－15 を参照され
たい。 
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と、社会人としての自覚を持ち、自律学習や自己成長ができること、国際貿易の理論と知
識を身につけ、関連する仕事に従事できることの３つとする。 













5.2.2.1 CEFR における Can-do 
 CEFR（Common European Framework of Reference for Languages）は、日本語ではヨーロ
ッパ言語共通参照枞と訳され、欧州の言語教育·学習の場で共有されることを目指した包括
的·汎言語的な枞組みである。CEFR における Can-do は、「言語を使って何がどのぐらいで
きるか」を記述し、「課題」を遂行するために必要となる個々の言語活動や言語能力を例示
している。表 5－2 は CEFR 共通参照レベルの各段階の全体的な尺度を示したものである。 
 CEFR は言語熟達度を示す A1、A2、B1、B2、C1、C2 の 6 段階を提示している。A1 と
A2 が基本的な使用者（Basic User）、B1 と B2 が独立した使用者(Independent User)、C1 と
C2 が熟達した使用者(Proficient User)と呼ばれている。表 5－2 は CEFR における 6 段階の
全体尺度である。各段階で学習者（CEFR では使用者と呼ぶ）に何ができるかが Can-do を
用いて「～ができる」の形で例示されている。能力記述文はコミュニケーション活動、方
略、コミュニケーション言語能力という三つの大きなカテゴリーより成る。CEFR は言語
能力の構成要素と主な言語活動を提示しており、全体で 493 の Can-do からなっている。 
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（吉島茂·大橋理枝(訳·編)、Council of Europe(著)(2004)『外国語教育Ⅱ―外国語の学習、教授、評価のた 
 めのヨーロッパ共通参照枞―』pp.27－28） 
5.2.2.2 JF スタンダードの Can-do 
 国際交流基金は「相互理解のための日本語」という理念のもとに、2005年よりJF日本語
教育スタンダードの開発を進めてきた。2010年に公開された『JF日本語教育スタンダード







 CEFRのCan-doは言語熟達度の尺度である6つのレベル（A1, A2, B1, B2, C1, C2）に分か
れている。JFスタンダードは「この6つのレベルは等間隔ではなく、A2,B1,B2の幅はA1, C1, 
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表5－3 JF日本語教育スタンダードCan-doのトピック 
 トピック トピックのキーワード 
1 自分と家族 自分や家族に関すること（家族構成、身体的特徴など） 
2 住まいと住環境 住居や居住地域に関すること（部屋、家具、周辺施設など） 




5 仕事と職業 仕事と職業に関すること（企業、職種、職務など） 
6 旅行と交通 旅行と交通に関すること（旅程、公共交通機関、観光など） 
7 健康 身体や健康に関すること（病気、通院、生活習慣など） 
8 買い物 買い物に関すること（店、支払いなど） 
9 食生活 食生活に関すること（飲食、レストラン、料理など） 
10 自然と環境 自然や環境に関すること（天候、季節、環境問題など） 
11 人の関係 人づきあいに関すること（交際、トラブル、マナーなど） 









 表5－4 JFスタンダードCan-doB2レベルの「仕事と職業」（一部抜粋） 





































5.2.1.3 ビジネス日本語教育のための Can-do の必要性 
 CEFR Can-do は多様な言語に共通して使用できるように作成されているため、ビジネス










 CEFR Can-do では 6 段階、JF Can-do では 9 段階に分けて、各レベルの目標や基準を記述
している。本研究の対象となる中国の大学で日本語を専攻とする学習者は、1～2年次に JGP
を学習し、3 年生に進級した時点では、日本語能力試験 2 級以上と想定される。このレベ






















   きる。 
（４）相手と意見が異なる場合、相手を尊重しながら自社の利益を損なわないように交渉 
   ができる。 
（５）正確にビジネス場面の通訳と翻訳ができる。 
表 5－5 は日本語言語面のガイドラインであり、14 のカテゴリーに分けられる。 
 






























































































































要である。ビジネス面のガイドラインは 8 つのカテゴリーからなる。 
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ガイドラインは 14 のカテゴリーからなる。 




























































































































に、「話す・聞く」の枞は 10 場面、「訳す」の枞は 8 場面、「書く」の枞は 3 場面の計 21
場面を例示した。 
































③ 業務連絡（メール、FAX など） 



























到達目標を設定する。CEFR では Can-do を 6 段階に分け、各段階の違いが示されている。
本研究では、中国における四年制大学の日本語専攻の 3～4 年生を対象として、CEFR の
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が上手くできるようになるだろう。自律学習については本章の 5.4 節に詳しく述べる。 
5.3.3 ビジネス日本語の場面シラバスの例 
5.2 では、教師がビジネス日本語を指導する時の参考にし、目標を設定するためにビジ
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表 5－9 日常の挨拶 































・会釈とお辞儀を活用できる。  ・にぎやかな街や混んでいる電車の中などで大きな声で挨拶する際に、周りの人にも 
聞こえることに要注意。 
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表 5－10 事務手続き 
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表 5－11 電話忚対と電話での業務連絡 
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表 5－12 接客（航空便などの情報の確認、送迎、ホテルへの案内、旅行の案内など） 
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5.4 自律学習能力の養成 
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（１）学習とは学習者が新しい知識を自らの既有知識と結びつけることによって起こるも 
   のであるから、学習に成功するためには学習者オートノミーが必要である。 
（２）第二言語習得は教えられて起こるものではなく、学習者独自のシラバスに基づいて 
   いるものだから、学習者が自分で学習をコントロールすれば習得の効率が上がるは 
   ずである。 
（３）第二言語使用者として成功するためには、自分のことを自分ですること、自信をも 






















                                                        
35 Computer Assisted Language Learning コンピュータ支援言語学習の略語である。 
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第 6 章 まとめと今後の課題 



































































  ータを使った事務処理に必要な用語（メール添付、解凍）が必要であること。 
③ 業務の関係上、日本からの客、中国国内に駐在する取引先の客が頻繁に来るため、空 







































2001 年に CEFR が発表されてから、能力記述文（以下 Can-do）が頻繁に使用されている。
Can-do は目標言語を使って何ができるかを「～できる」という文で記述したもので、到達
目標の設定、学習指導、熟達度の評価などの面で使用される。ビジネス日本語の分野でも
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 本研究で提示したガイドラインの適用者は、大学日本語専攻 3 年生日本語能力試験 N2
レベル以上と想定した。そのレベルは CEFRが設定した B2と C1レベルの間に位置している。
今回はレベル別に分けることはできなかったが、尐なくとも三段階レベルのガイドライン
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D 日本にある中国企業    E 其の他                   
 
2. あなたが所属する会社が取り扱う業務 
A 製造  B 貿易 C 食品 D 投資、金融 E 物流 F 観光、ホテル、飲食関係 
G ソフト開発関係 H 実習生の日本語教育 I アパレル（服装） J 其の他                  
 
3. あなたが担当していする仕事 
A 通訳また通訳兹他の仕事  B 生産・品質管理  C 研究開発、技術支持       
D 財務、決済関係   E 人事・総務   F 営業 G ガイド、ホテルまた料理店のス
タッフ H 貿易関係  I 其の他               
 
4. 仕事上で、一番重要な日本語に関する知識は何だと思いますか。（    ） 
A 日本語に関する言語知識        B 業務に関する日本語専門知識 
C 日本のマナー、社会ルールなどの知識  D 仕事を進める方法などの一般知識 
E 其の他                                
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6. 日本人とのやり取りで、一番困っていることは何ですか。（     ） 
A 日本人の考え方が理解しにくい 








                                             
                                         
                                          
                                         
8. あなたにとって、仕事面において足りない（またもっと勉強したい）のは何ですか。 
                                        
                                        
                                        
                                        
 
9. 日本語で仕事をする中で起きた失敗談や気づいたことを聞かせてください。 
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